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研究成果の概要： 
（１）スタートしたプロジェクトは当事者の評判への関心や報酬への期待によって収益性に疑義

が生じてもストップしない傾向がある．このようなインセンティブの歪みをコントロールするよ

うな組織構造について分析を行った．（２）政治家やCEOのように自身が評判に対する関心を持

つような主体による権限配分の決定について分析を行った． 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,400,000 420,000 1,820,000 

2008年度 900,000 270,000 1,170,000 
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年度    

  年度    

総 計 2,300,000 690,000 2,990,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 
キーワード：経済理論・インセンティブ・評判やキャリアへの関心・企業組織・権限委譲 
 
１． 研究開始当初の背景 
企業内の権限の配分や経営者や従業員のイ

ンセンティブといった企業組織や企業統治

のあり方についての諸問題は，学術上古くて

新しい問題であると同時に，現実経済におい

て重要な問題である．Coase や Williamson 

を嚆矢とする取引費用に基づく企業組織の

研究は，Grossman-Hart-Moore の不完備契約

に基づく企業組織の問題へと結実した．その

後，組織や権限の配分は，（完備契約による

金銭的なものも含めて）インセンティブのコ

ントロールを補完するものとして認識され，

数多くの分析がなされている．モラルハザー

ドやアドバースセレクションといった非対
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称情報の諸問題や，不完備契約のもとでの機

会主義的な行動の問題の背後には，経済主体

間の利害の不一致の問題が横たわっている．

けれども，個別の経済主体のインセンティブ

を促すためには，意思決定の権限を与えるこ

とが正当化され得る．ここに，本質的なトレ

ードオフを見つけることができるだろう．経

営者や従業員は経営の技術，専門的知識，ま

た実際的な情報などの面で企業所有者より

も優位にあり，結果として多くの権限を委譲

される．けれども，彼らの意思決定は自らの

私的利益の追求を目的とし（私的インセンテ

ィブ），それが企業の目的と一致しない可能

性があるのである．経営者・従業員のインセ

ンティブを適切に制御するように権限の委

譲や組織・契約のデザインをおこない，それ

と同時に，インセンティブの点で適切な経営

者・従業員を探し出し，彼らにより多くの権

限が委譲できるようなシステムの構築が重

要である．契約理論や企業理論，労働経済学

の枠組みの中で，昇進が果たすインセンティ

ブ付けとタスクの配分としての役割につい

ては，様々な分析がおこなわれている（例え

ば Prendergast，1993）．また，不完備契約

のもとでの権限委嘱の問題についても，

Aghion and Tirole (1997) をその嚆矢とし

て研究がおこなわれている．さらには，企業

組織そのものへの研究についても，完備契約，

不完備契約の両方のアプローチで枚挙にい

とまない．本研究もその系譜に連なるもので

ある．  
 
２．研究の目的 
経営者や従業員の主要な目的であると考え

られるキャリアや評判に対する関心によっ

て生まれるインセンティブの歪みをコント

ロールするような企業の組織構造や権限の

配分についての研究はこれまでほとんど行

われていない．外部労働市場や内部労働市場

での評価はインセンティブの根幹をなし，現

実経済でも経営者の不祥事などは評判やキ

ャリアに対する関心が源になることが多い．

本研究ではキャリアや評判への関心のコン

トロールをメインの対象とするような企業

組織や権限移譲についての分析を目的とし

た．本研究の独創性は企業組織と権限委譲の

問題にエージェントのキャリアや評判に対

する関心を取り入れたことにある．そして，

これまで契約理論や企業理論が明らかにし

てきた企業組織の分析をより現実経済にフ

ィットした豊かなものにできると考えてい

る． 
 
３．研究の方法 
具体的な問題を設定し，理論研究を行う．研

究は国外の研究者と共同で行い，広くコンフ

ァレンスやセミナーで報告し研究の完成度

を高める． 
 
４．研究成果 

（ 1） Optimal organization in a 

sequential investment problem with 

the principal's cancellation option． 

一度スタートしたプロジェクトはその

収益性に疑問が生じてもストップしな

いで継続されてしまう傾向があること

は現実経済でもよく観察される．その理

由としては，ストップさせることによっ

て担当者の評判が傷ついてしまうこと，

成功した場合の報酬を受け取ることが

できないことなどを挙げることができ

る．本研究ではプリンシパルがエージェ

ントにプロジェクトを依頼し，そのプロ

ジェクトは２期間にわたるエージェン

トの投資が必要な状況を考える．例えば，

最初の投資はデザイン，次の投資は製造



 

 

のような状況を考えればよいだろう．１

期目の投資の結果その収益性に疑問が

生じたならば２期目にプロジェクトを

継続するべきではないが，上記の理由で

プロジェクトは継続されてしまう傾向

があるときに，プリンシパルはエージェ

ントから１期目の結果についての情報

を引き出しプロジェクトの継続につい

ての判断を適切なものにしたいと考え

る．ここで問題は，１期目と２期目で同

じエージェントを採用するか（統合型組

織），それとも異なるエージェントを採

用するか（分離型組織）のそちらのシス

テムがより効率的にプロジェクトの継

続・ストップを実行できるかというもの

である．主要な結論は以下のとおりであ

る．（１）統合型組織のほうがエージェ

ントの投資インセンティブを引き出し

やすい．（２）分離型組織のほうがプロ

ジェクトの収益性についての情報を獲

得する上では優れている．（３）１期目

の投資がそれほど重要ではないならば，

投資のインセンティブよりもプロジェ

クトの継続・ストップの効率性を重視し

て分離型組織を採用すべき．ここで得ら

れた結論は，企業内におけるエージェン

トの長期的な評判や報酬に対するイン

センティブがプロジェクトの継続・スト

ップという重要な意思決定に対してゆ

がみをもたらすこと，そして，企業の組

織構造の選択を通じてこの問題を部分

的にはコントロールできることを示し

ている．現実の企業組織のあり方につい

ても重要な論点を提示していると考え

ら れ る ． 本 研 究 は International 

Journal of Industrial Organization

に掲載された． 

 

（2）The Buck Stops Here:  Allocation 

of Decision-Making Authority with 

Principal's Reputation Concerns． 

国家を運営する政治家や企業を経営す

るCEO（プリンシパル）は，意思決定を

官僚や部下（エージェント）に任せずに

，過剰に自身で行う傾向がある．本研究

では，プリンシパルが外部に対する評判

を考慮するような状況を想定する．政治

家ならば選挙での再選，CEOならば労働

市場での評判を考えればよいだろう．そ

して，たとえエージェントの方が意思決

定についてより優れていると考える場

合でも，評判を考慮するプリンシパルは

過剰に自信で意思決定を行うことを理

論的に説明する．通常，外部は意思決定

の結果は観察できても，それを誰が行っ

ているのかは観察できない．けれども，

外部がプリンシパルによる意思決定を

信じ，しかも適切な意思決定が行われて

いるならば，プリンシパルの評判は高ま

ることになる．‘The buck stops here（

責任は自身にある）’という言葉に象徴

されるように，プリンシパルは自身の意

思決定を外部にアピールするためにこ

そ，適切なタイプのプリンシパルでさえ

もが過剰に意思決定を自身で行うよう

になる（これは，適切なタイプこそが意

思決定に自信があるからともいえる）． 

通常のプリンシパルエージェントモデ

ルでは，エージェント側の評判への関心

を考慮することが多いが，本研究ではプ

リンシパル側の評判への関心を明示的

に取り入れ，それが意思検定の権限の配

分にもたらす歪みを明らかにしたこと

に意義がある． 

Journal of Law, Economics, and 

Organizationに投稿し，現在修正中であ



 

 

る． 

 

（3）Communication versus Delegation 

in Long-term Relationships and 

Promotion Policy． 

昇進＝昇給と解釈した上で，昇進システムが

果たすインセンティブ付けの役割が重視さ

れ，昇進競争が適切なインセンティブを与え

るという側面が重視された．それと同時に，

適材適所の観点から，いかにして能力と地

位・役割を調和させるかという点が分析対象

となった．また，経営者や従業員にどの程度

の権限を委譲するべきかについては，彼らの

もつ情報の効率的な利用と，彼らのインセン

ティブの制御という側面から分析がおこな

われてきた．けれども，昇進は本質的に権限

委譲の拡大であると解釈し，いかにして従業

員・経営者がもつ情報を効率的に利用し，長

期的な評判形成インセンティブを制御した

上で，適切な人材を探し出すかという問題に

ついて分析をおこないたい．結果として，現

実に用いられる様々な昇進システム，年功序

列や段階的昇進，抜擢などについて，同一の

枠組みから説明できる． 

 

５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計 1件） 
(1）Tamada, Yasunari and Tsai, Tsung-Sheng 

“Optimal organization in a sequential 

investment problem with the principal's 

cancellation option” 

International Journal of Industrial 

Organization，2007（4），631-641．（査読有） 
 
 
 
 
 

６．研究組織 
(1)研究代表者 

玉田 康成（TAMADA YASUNARI） 

慶應義塾大学・経済学部・准教授 

研究者番号：30265938 

 

(2)研究分担者 
 
 
 
 (3)連携研究者 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 


